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１ 地方独立行政法人市立吹田市民病院の概要 

（１）現況（令和 2 年 3 月 31 日現在） 

①法人名  地方独立行政法人市立吹田市民病院 

②所在地  吹田市岸部新町 5 番 7 号 

③設立年月日  平成 26 年 4 月 1 日 

④役員の状況 

役職 氏名 備考 

理事長 徳田 育朗  

副理事長 衣田 誠克 総長 

副理事長 冨永 信彦 病院長 

理事 戎井 力 副院長 

理事 四宮 眞男 吹田市医師会監事 

理事 鈴木 省三 副院長 

理事 内藤 雅文 副院長 

理事 中筋 知美 副院長 

理事 安田 平和 事務局長 

監事 足立 光三 公認会計士 

監事 児玉 憲夫 弁護士 

⑤設置・運営する病院  市立吹田市民病院 

⑥職員数（正規職員） 614 名 

(内訳）医師 95 名、看護師 355 名、医療技術員 114 名、その他 50 名(うち派遣職員 21 名) 

 

（２）基本的な目標等 

吹田市内には当院のほか、国立循環器病研究センター、大阪大学医学部附属病院といっ

た特定機能病院や、済生会吹田病院、済生会千里病院などの急性期病院が整備されており、

多くの医療機関が集積している。 

 その中でも当院は、「市民とともに心ある医療を」の基本理念に基づき、急性期医療、高

度医療及び救急医療の提供を中心に、地域の中核病院としての機能を発揮することがこれ

からも期待される。 

今後更に公立病院としての役割を果たしていくためには、患者ニーズの変化を的確に捉

え、それに応じた良質な医療を提供するとともに、経営の効率化や経営基盤の安定化を図

る必要がある。 

 市民の生命と健康を守るという目的を達成するため、当院は地方独立行政法人としての

強みを発揮しながら、引き続き公立病院としての役割を果たすこと、医師をはじめ全職員

の経営に対する意識改革を図り、目標達成に向け一丸となった協力体制の構築に取り組む

こと、そしてサービスの向上と効率的な運営を行うことに取り組むものとする。 
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２ 全体的な状況 

（１）総括 

 第 2 期中期計画期間の 2 年度目となる令和元年度は、経営状況の改善と急性期病院の維

持を重点課題とした。そのための取組として、特に入院患者の確保、地域医療支援病院の

資格取得への対応などの取組を図った。 

入院患者の確保に向けた取組では、手術症例の確保のために手術枠の変更や麻酔科の応

援医師の増員を行った。また、病診連携、病病連携の強化を図る取組を行うとともに、救

急搬送患者、紹介患者を可能な限り受入れる取組を行った。その他の取り組みとしては、

ホームページや広報誌の活用、積極的な地域のかかりつけ医への訪問などにより、各診療

科のＰＲに努めた。病床利用率については目標値には届かなかったものの、対前年度から

10.8 ポイント上昇し 88.3％となった。 

地域医療支援病院の資格取得については、令和 2 年度での施設基準取得を目指し、診療

科部長を中心とした開業医訪問、市民公開講座等の開催、全戸配布の広報誌を活用した啓

発等により、紹介・逆紹介率の向上に取り組んだ。 

経営状況については、病床利用率の目標は達成できなかったものの、平均在院日数の短

縮等により診療単価が上昇したため目標指標である医業収支比率、経常収支比率は目標値

を達成することができた。 

令和２年度以降は、患者確保はもとより、診療単価の一層の上昇を図り、人件費、材料

費、経費等の費用と均衡のとれた収益を確保し、経営状況を改善することで、引き続き公

立病院としての役割や地域医療構想を踏まえた役割を果たすことができるよう、今後も必

要な取組を行うものである。 

 

（２）大項目ごとの特記事項 

 第１ 年度計画の期間 

  特になし 

 

第２ 市民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成する

ための取組 

  市立病院として担うべき医療については、急性期医療、高度医療及び救急医療の提供

を中心に、地域の中核病院として必要な医療を提供した。救急医療については、二次救

急医療機関として、地域の医療機関及び三次救急医療機関との連携及び役割分担の下、

24 時間 365 日体制の救急医療の提供を確保し、引き続き地域における救急医療の中心的

役割を果たせるよう努めた。時間外救急車搬送受入率、救急車搬送受入件数ともに目標

値を達成できなかったものの、受入れできなかった症例は担当副院長へ報告し、救急部

運営委員会において原因の検討を行い、救急患者を断らないように努めた。がん医療に

ついては、月平均 450 件程度の放射線治療を実施し、実施件数を伸ばした。化学療法に
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ついては、特に肺がんと結腸がんの患者数に増加が見られ、手術については、腹腔鏡を

使用した胃がん手術と同じく腹腔鏡を使用した結腸がんの手術、また膀胱悪性腫瘍手術

の実施件数を伸ばした。リハビリテーション医療においては、急性期患者に対して引き

続き廃用症候群予防と早期離床を目的としたリハビリテーションを提供した。また、回

復期患者に対して退院後の実生活での動作を想定したリハビリテーションを取入れるこ

とで、自立度および日常生活機能を改善した状態での在宅復帰に結びつけた。 

安心安全で患者満足度の高い医療の提供については、インシデント・アクシデントの

事案報告等、発生要因、再発防止策を検討する医療安全管理委員会を継続して開催する

とともに、インシデント発生事案を医療安全部のほか病院長・看護局長・所属長が速や

かに共有し、組織全体で再発防止に繋げるようレポーティングシステムを導入した。 

本市の地域包括ケアシステムの構築に貢献する地域完結型医療の体制づくりについて

は、紹介患者がスムーズに受診できるように、紹介状受付の待ち時間短縮を目的として

受入手順の見直しを行った。また、部長級以上の医師が積極的に地域の医療機関訪問を

行った結果、登録医数が増加するとともに患者紹介件数についても増加した。逆紹介に

ついては、医師に徹底してもらうために会議の場など様々な機会において積極的に指導

を行った。患者向けにも啓発ポスターを掲示するなど逆紹介を推進した。 

健都における総合病院としての役割については、令和元年 7 月に健都に移転した国立

循環器病研究センターと重症患者の受入れや医師派遣等に係る協議を進め、運用に繋げ

ることができた。予防医療に関する取組として、マンモグラフィーによる乳がん健診な

ど、高度検査機器が必要な分野を中心に取組を行い、一次検診の機能だけではなく、精

密検査とその後の治療にも対応し、早期発見・早期治療に貢献した。また、人間ドック・

脳ドックについて、疾病の早期発見につとめるため積極的に実施している。 

地域医療への貢献としては、高度検査機器等の共同利用などについても積極的に受入

れ、地域の診療所等を支援した。また、障がい者（児）歯科診療およびわかたけ園への

往診については、引き続き実施している。 

 

 第３ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するための取組 

  ＰＤＣＡサイクルによる目標管理の徹底について、中期計画や年度計画、当年度の重

点方針を全職員に通知するとともに、診療科別ヒアリングにて取り組むべき方策の確認

をした。重点方針に掲げたもののうち、目標としていた逆紹介率の目標は達成できなか

ったが、地域医療支援病院の施設基準要件の一つである紹介率 65％、逆紹介率 40％以上

を達成することができた。また、急性期一般入院基本料（入院料１）の施設基準を維持

するための「重症度、医療・看護必要度」の数値目標等は、計画通りに実施し、目標達

成ができた。各診療科が立てた年度目標についてはその進捗管理のため、経営戦略会議

で状況報告を行うとともに、部長会においても報告し、目標達成に努めた。また、目標

が達成できていない診療科については、個別に目標達成に向けた今後の方策や課題のヒ



4 

 

アリングを行い、改善に努めた結果、医業収益を増加することができた。 

働きやすい職場環境の整備について、院内保育所の保育時間を 20 時までに拡大したこ

とにより、時間外でも安心して子どもを預けることができる環境づくりを図った。また、

夜勤専従での働き方について、ワークライフバランス委員会で希望する職員 4 人を選定

し試行を開始した。今後は試行結果を踏まえた上で他院の実施状況も参考にしながら本

格実施に向けて検討することとした。 

 

第４ 財務内容の改善に関する目標を達成するための措置 

  経営基盤の確立について、経営感覚に富む人材育成のため、事務局の新規採用職員に

対し会計制度等についての研修を実施するとともに、病院職員を対象に経営状況につい

ての研修会を開催し、経営に関する知識の向上を図った。また、病院業務に精通した職

員の養成のため、ジョブローテーションを実施するとともに、派遣職員を法人職員に順

次置き換える職員計画を策定した。令和元年度は経常収支比率が 92.5％、医業収支比率

が 89.3％となりともに目標値を達成することができた。 

収益の確保について、引き続き平均在院日数を短縮する取組を行った結果、平均在院

日数は対前年度で 0.1 日短縮し 12.3 日となったことや逆紹介の推進により、入院診療単

価は対前年度 3,015 円（5.5％）増となり、年度目標を達成することができた。 

外来患者数については、外来化学療法件数の増加等により診療単価は増加し、対前年

度で 2,274 円（15.0％）増となり、年度目標を達成することができた。また、外来収益全

体では対前年度で 476,199,112 円（14.3％）の増収となった。 

費用の節減について、28 品目の後発医薬品を新たに採用したことによって、数量シェ

アベースにおける採用率を 88.7％まで引き上げたことや全国自治体病院協議会の医薬品

ベンチマークシステムに基づき価格交渉したことで前年度を上回る値引率を達成するこ

とができた。しかし、高額な医薬品の使用増加などの影響で、材料費比率について目標

値を達成することができなかった。人件費については、引き続き収益を考慮した適切な

人員配置について検討するとともに、新たな業務に対応し、採用計画の見直しや特定の

職員に業務が集中してないか所属長に確認し、配慮するよう周知するなどの取組を実施

したことで概ね計画通りの給与費比率となった。経費においては、消耗品請求時には詳

細な購入理由及び用途の記載を求めることで過剰発注の抑制を実施し、購入時には同等

品調査、価格交渉等を引き続き実施する等で目標値を達成することができた。 

 

 第５ その他業務運営に関する重要事項を達成するための取組 

  情報の提供について、ホームページにおいて、産婦人科（ベビー室）および内視鏡セ

ンターの新たなコンテンツとして、患者や妊婦がスマートフォン等を用いて入院や検査

の説明等を受けられるようにした。また、市民病院だより、広報誌「ともに」での情報

発信に加え、「産婦人科」、「脂肪肝」、「ロボット支援手術」、「回復期リハビリテーション」
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について、それぞれ動画を作成し、外来待合やホームページで閲覧できるようにした。

法人の経営状況について市民の理解を得られるよう、財務諸表に加え、その用語説明や

経営状況概要についてまとめた資料、過去 5 年間の経営指標の推移などをホームページ

で公表している。 

免震層に取り込んだ外気をクール･ヒートレンチ（地中熱）、井水コイル（井水熱）を

利用することにより空調機の電気・ガス消費量の低減、トイレ排水、植木散水などの雑

用水に井水を利用することで上水道消費量の低減などで大幅なエネルギー消費量を抑制

することができた。また、節電・節水等の張り紙を院内に貼って職員意識の啓発に努め

るともに、平成 30 年度に実施したコストチャレンジの結果を全職員に通知し、今後、実

績値を下回ることを目標に掲げ取り組むこととした。 
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３ 項目別の状況 

第１ 年度計画の期間 

 特になし 

 

第２ 市民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

１ 大阪府地域医療構想を踏まえて果たすべき役割 

  地域の医療機関との機能分担・連携を図りつつ、地域の診療所等では対応できない入

院・手術を中心とした医療を提供するとともに、総合病院として急性期医療の提供を行

うことにより、より多様な医療需要に対応した。また、大阪府地域医療構想において不

足するとされている回復期病床については、新病院において一般病床の一部を回復期リ

ハビリテーション病床（４５床）に転換することで、急性期から回復期までの患者の状

態像に応じた手厚いリハビリテーションを行った。 

  在宅医療の充実に向けた支援として、在宅医療に係る関係機関との円滑な連携による

退院支援を行った。また、在宅療養者の病状が急変した際の受入れを行うなどの在宅医

療の後方支援を積極的に行うとともに、医療・介護・福祉のサービスが切れ目なく提供

されるよう、地域医療ネットワークの連携の強化を図った。 

 

２ 市立病院として担うべき医療 

（１）総論 

   がん疾患については、外来化学療法及び放射線治療の実施など、集学的治療を推進

し効果的な治療に努めた。また、充実した設備を有する内視鏡センターで対応するこ

とにより、がん疾患のほか呼吸器疾患についても質の高い治療を行うことができた。

整形外科系疾患においては、リハビリテーション科で効果的なリハビリテーションを

行った。 

大阪府医療計画で推進が求められている５疾病（がん、脳血管疾患、心血管疾患、

糖尿病、精神疾患）、４事業（救急医療、災害医療、周産期医療、小児医療）について

は、公立病院として必要とされる医療サービスを他の医療機関との機能分担・連携の

下に適切に実施するとともに、質の高い医療の提供に努めた。在宅医療については、

在宅療養者の病状が急変した際には、地域のかかりつけ医と患者支援センターの病床

管理担当の看護師が連携して円滑な受入れを行った。 

地域医療支援病院については、施設基準取得を目指し、診療科部長を中心とした開

業医訪問、市民公開講座等の開催、全戸配布の広報誌を活用した啓発等により、紹介・

逆紹介率の向上に取り組んだ。 
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（２）救急医療 

 ア 二次救急医療機関としての円滑な救急応需体制の確保 

   二次救急医療機関として、地域の医療機関及び三次救急医療機関との連携・役割分

担の下、24 時間 365 日体制の救急医療の提供を確保し、引き続き地域における救急医

療の中心的役割を果たせるよう努めた。 

受入れできなかった症例は担当副院長へ報告し、救急部運営委員会において原因の

検討を行い、救急患者を断らないよう努めたが、時間外救急車搬送受入率、救急車搬

送受入件数ともに目標値には至らなかった。 

 

二次救急患者の受入れを目的とした救急専用病床（８床）について、処置後の救急

患者を救急専用病床から一般病床に円滑に移せるように、日々のベッドコントロール

により救急患者の受入れを行える体制を確保した。 

 

時間内の救急搬送患者対応について、救急科部長を中心に救急隊からの受入要請に

対し、迅速に受入可否の判断をするとともに適切な診療科で対応するなどのスムーズ

な受入れ体制で運用した。 

   

イ 初期救急医療における機能分担・連携 

地域の医療機関との連携推進やかかりつけ医定着の促進について、ホームページや

広報誌等で情報発信するとともに、ウォークイン（一次救急）患者へ啓発用チラシを

配布し、初期救急医療において地域の医療機関との機能分担を図った。 

【目標指標】 

項目 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

時間外救急車搬送受入

率 

年度計画

目標 
80.0％ 84.1％ 88.3％ 

【中期計画目標※】 

90.0% 
実績 87.5％ 83.4％ 77.5％ 

※平成 30 年度から令和 3 年度までの第 2 期中期計画期間の目標値。（以下同様） 

 

項目 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

救急車搬送受入件数 年度計画

目標 
4,304 件 4,010 件 4,230 件 

【中期計画目標】 

4,320 件 
実績 3,654 件 3,620 件 3,854 件 

うち時間内 年度計画

目標 
1,268 件 1,320 件 1,400 件 
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  【中期計画目標】 

1,440 件 
実績 1,285 件 1,216 件 1,376 件 

うち時間外 年度計画

目標 
3,036 件 2,690 件 2,830 件 

  【中期計画目標】 

2,880 件 
実績 2,369 件 2,404 件 2,478 件 

 

項目 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

救急専用病床稼働率 年度計画

目標 
－ － 88.0 

【中期計画目標】 

90.0％ 
実績 － － 43.0 

 

（３）小児医療、周産期医療 

  ア 小児医療 

  二次医療圏内の小児救急診療について、豊能広域こども急病センターの後送病院と

して週４回の二次救急輪番を務めるとともに、高い救急搬送応需率を維持し、地域に

必要とされる役割を果たした。 

 

イ 周産期医療 

陣痛から分娩後まで、部屋移動による負担が少なく安全なＬＤＲ（特別室）の活

用に加え、多職種から専門的なサポートを受けることができるマザークラス（母親

教室）や、助産師外来、ははとこ健診など、妊娠から産後まで幅広い支援を行い、

安心してお産できる環境を継続して提供してきたことで、分娩件数が大きく増加し

た。 

【関連指標】 

項目 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

小児科患者数（入院） 実績 6,907 人 6,842 人 7,767 人 

 

項目 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

小児科患者数（外来） 実績 14,163 人 12,835 人 11,606 人 

 

項目 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

小児救急搬送患者数 実績 617 人 623 人 625 人 

うち 実績 443 人 517 人 548 人 
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小児救急入院患者数 

 

 項目 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

分娩件数 実績 130 件 143 件 309 件 

 

（４）災害医療 

  ア 市の災害医療センターとしての役割 

   移転後初となる災害を想定した実地訓練として、10 月に防火訓練（73 名参加）、2

月に大規模災害訓練（100 名参加）を実施した。また、9 月に吹田市地域防災総合訓練

（医師 1 名、看護師 1 名、事務 3 名）、12 月に豊能地区医療圏の合同訓練（事務 2 名）

に参加した。 

移転後改めて、医師をトップに看護局、事務局を中心に全部局を横断したメンバー

で災害対策委員会を組織し、計 8 回開催した。 

 

病棟で発生した火災を想定した防火訓練、巨大地震による大規模災害を想定した実

地訓練を実施し、平時から災害体制への移行、本部・トリアージエリアの設置及び運

用確認等を行った訓練結果に基づいて、災害対策委員会にて防災マニュアルの改訂作

業に取り組んだ。 

災害時に事業継続を行うために病院全体のインフラ対応を中心とした事業継続計画

（BCP）を策定した。なお、BCP を院内に周知をした後に各部局・各部署において、

実地訓練の検証、反省を踏まえ行動計画を策定することとした。 

 

イ 市及び地域の医療機関との連携体制 

吹田市地域防災計画に規定された当院の主な役割として、情報伝達、患者の受入れ

等を取り入れた大規模災害訓練を行った。また、9 月の吹田市地域防災総合訓練に医師

1 名、看護師 1 名、事務 3 名を参加させ、救護所派遣の訓練を行った。その他、豊能地

区医療圏の合同訓練に参加することで、広域的な情報収集をすることができた。 

新型コロナウイルス感染症に関して、発生早期から大阪府及び吹田保健所と連携・

協力し、対応した。 

【関連指標】 

項目 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

災害訓練回数 実績 1 回 0 回 2 回 

 

項目 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

災害訓練参加人数 実績 111 人 0 人 173 人 
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項目 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

災害医療院外研修 

参加回数 
実績 2 回 2 回 2 回 

 

（５）がん医療 

  ア 大阪府がん診療拠点病院としてのがん診療体制の整備 

医師、看護師、作業療法士等がチームとして症例検討会を行い、他科と連携協力し、

患者にとって最良な治療方法となるよう集学的治療の推進を図った。 

令和元年度は月平均 450 件程度の放射線治療を実施し、実施件数を伸ばしている。

化学療法は特に肺がんと結腸がんの患者数に増加が見られ、手術については腹腔鏡を

使用した胃がん手術 11 件(前年度 7 件）と同じく腹腔鏡を使用した結腸がんの手術 57

件（前年度 44 件）、また膀胱悪性腫瘍手術 78 件（前年度 52 件）の実施件数に増加が

見られた。 

がん診療地域連携パスについては、積極的に推進することにより目標値を達成する

ことができた。 

 

令和元年度から常勤放射線治療専門医を配置したことにより、医療機器を有効活用

できるようになったことで放射線治療の質の向上につながり放射線治療件数を増やす

ことができた。 

 

がん相談支援センターの案内ポスターを院内掲示し、ホームページでも周知すると

ともに、外来診療時に医師、看護師等から、がん相談の案内を行った。 

日本緩和医療学会 PEACE プロジェクトに基づき、院内外の医師等 23 名に、緩和ケ

アについての基本的な知識を習得する研修会を実施した。 

外来、及び入院患者に対して、医師、認定看護師による、がんカウンセリングを実

施した。 

 

イ がん予防医療の取組 

   市が実施する各種がん検診に協力した。肺がん検診は 720 件（前年度 713 件）、大腸

がん検診は 597 件（前年度 541 件）、胃がん検診の実績値は 48 件（前年度 46 件）と

なり、新型コロナウイルス感染拡大の影響により 3 月は検診ができなかったが前年度

実績を上回った。なお、胃がん検診については、市の検査変更に従いペプシノゲン胃

検診を胃内視鏡検査による検診に切り替えた。肺がん検診・大腸がん検診においては

前年度を上回る実績となった。 
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【実績値】 

項目 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

肺がん検診 実績 683 件 713 件 720 件 

 

 

項目 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

大腸がん検診 実績 492 件 541 件 597 件 

 

市民病院だより（No.73）にて、府内医療機関のがん疾患の情報を掲載したホーム

ページ「がん情報提供コーナー」の紹介などを行った。また、がん予防の啓発を行

う予定であった市民公開講座は新型コロナウイルスの影響で中止となった。豊能医

療圏がん医療ネットワーク協議会が主催し、当院が共催するがん医療公開講座を開

催した。 

【目標指標】 

項目 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

がん入院患者件数 年度計画

目標 
1,750 件 1,860 件 2,040 件 

【中期計画目標】 

2,120 件 
実績 1,873 件 2,041 件 2,236 件 

 

項目 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

外来化学療法件数 年度計画

目標 
1,905 件 2,400 件 2,550 件 

【中期計画目標】 

2,650 件 
実績 2,389 件 2,635 件 3,135 件 

 

項目 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

放射線治療件数 年度計画

目標 
3,500 件 －※ 3,270 件 

【中期計画目標】 

3,800 件 
実績 1,754 件 531 件 5,578 件 

※平成 30 年度は機器故障のため目標未設定 

項目 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

がん手術件数 年度計画

目標 
730 件 620 件 680 件 
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【中期計画目標】 

700 件 
実績 614 件 635 件 851 件 

 

項目 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

がん診療地域連携パス

実施件数 

年度計画

目標 
－ 20 件 25 件 

【中期計画目標】 

40 件 
実績 12 件 3 件 25 件 

  

【関連指標】 

項目 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

がん患者リハビリテ

ーション単位数（※） 
実績 3,146 3,679 1,066 

（※）単位数とは、20 分を１単位とするリハビリテーションの実施数（以下同様） 

 

項目 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

がん相談件数 実績 402 件 155 件 584 件 

 

項目 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

緩和ケアチーム介入件数 実績 193 件 158 件 175 件 

 

（６）リハビリテーション医療 

ア 回復期リハビリテーション病棟を活用した在宅復帰への支援 

急性期患者について、引き続き廃用症候群予防と早期離床を目的としたリハビリテ

ーションを提供した。 

回復期患者には、退院後の実生活での動作を想定したリハビリテーションを取り入

れることで、自立度及び日常生活機能を改善した状態での在宅復帰に結びつけた。な

お、届出要件である新規重症入院患者に対する退院時の改善割合を充足したことによ

り、回復期リハビリテーション病棟入院料 3 を取得した。 

新たな専従医師の配置が実現できず、病床利用率については目標達成できなかった。 

 

イ 高齢化の増加に伴う疾患の増加への対応 

がん患者や呼吸器疾患患者について、早期にリハビリテーションの介入を実施し、

患者の状態等を勘案して、最も適切なリハビリテーションを提供することで、患者の

自立度向上に取組んだ。 
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【目標指標】 

項目 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

回復期リハビリテーシ

ョン病棟病床利用率 

年度計画

目標 
－ － 95.0％ 

【中期計画目標】 

95.0％ 
実績 － 35.0% 73.3％ 

 

項目 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

回復期リハビリテーシ

ョン病棟在宅復帰率 

年度計画

目標 
－ － 70.0％ 

【中期計画目標】 

80.0％ 
実績 － 88.9% 86.9％ 

 

【関連指標】 

項目 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

早期リハビリテーシ

ョン単位数 
実績 25,327 30,052 41,938 

 

項目 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

がん患者リハビリテ

ーション単位数（再

掲） 

実績 3,146 3,679 1,066 

 

項目 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

呼吸器リハビリテー

ション単位数 
実績 7,328 6,215 2,515 

 

項目 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

脳血管疾患等リハビ

リテーション単位数 
実績 12,897 17,497 57,011 

 

項目 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

運動器リハビリテー

ション単位数 
実績 43,236 43,147 43,077 
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３ 安心安全で患者満足度の高い医療の提供 

（１）安心安全な医療の提供 

ア 医療の安全管理体制の確保 

インシデント、アクシデントの事案報告等、発生要因、再発防止策を検討する医療

安全管理委員会を継続して開催するとともに、インシデント発生事案を医療安全部の

ほか病院長・看護局長・所属長が速やかに共有し、組織全体で再発防止に繋げるよう、

院内情報システムを活用したレポーティングシステムを導入した。 

 

 【実績値】 

項目 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

インシデント件

数 

実績 

 

1,890 件 1,832 件 1,780 件 

アクシデント件

数 

実績 23 件 14 件 23 件 

 

抗菌薬適正使用支援チームにてラウンドを行い、患者ごとに抗菌薬が適正に使用さ

れているか状況の把握をした。また、多用を控える必要のある広域抗菌薬カルバペネ

ム系の使用量（AUD）は月平均で昨年度の 30.2 を下回る 28.7 であった。 

【実績値】 

項目 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

抗菌薬使用量

（AUD）カルバ

ペネム系 

実績 30.2 30.2 28.7 

 

イ 医療安全対策の徹底 

平成 29 年度の病院機能評価の結果・所見を踏まえ、患者の安全確保に向けたマニュ

アルを適宜見直し、情報を共有できるよう周知した。また、その内容を病院機能評価

の期中確認において報告した。 

 

安心安全な医療の提供を行うため、医療の安全管理研修として、全職員を対象に２

回、職種別に２０回実施した。院外においても、医療安全部の職員をはじめ、２０回

の研修に参加した。院内感染防止対策としては、全職員を対象に３回、職種別に１５

回の研修を実施した。また、研修に参加できなかった職員に対しては、研修を録画し

た動画の視聴や e ラーニング研修を促すことで、安全な医療提供の推進に取り組んだ。 
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【関連指標】 

項目 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

医療安全管理委員会

開催回数 
実績 12 回 12 回 12 回 

 

項目 平成 29 年度 平成 29 年度 令和元年度 

医療安全関係院外研

修参加件数 
実績 15 件 16 件 20 件 

 

（２）チーム医療の充実 

ア チーム医療の仕組みを活用した質の高い診療・ケアの提供 

多職種により構成された様々なチームが連携・協働し、それぞれの専門スキルを活

用して診療・ケアにあたり、患者の療養生活のサポートを行った。 

認知症ケアチームにおいては、医師・看護師・薬剤師・社会福祉士に加え作業療法

士、公認心理師が参加し、認知症を有する患者の把握、ケアや症状への改善に向けた

介入を行った。 

医師や看護師、薬剤師、言語聴覚士、管理栄養士に医療ソーシャルワーカーを加え

た胃ろう（PEG）の適応を考えるチーム（通称 JIP）で、胃ろうを造るべきかを個々

の症例ごとに、退院後の生活状況などを含め総合的に検討し、患者や家族に胃ろうの

選択を考える際の支援となる活動を行った。令和元年度は、胃ろうの適応を考えるチ

ーム医療として 8 件実施した。 

 

イ チーム医療の質の向上 

関係職員によるミーティングやラウンド等を通じて、課題の把握及び解決に努め、

チーム医療の質の向上を図った。 

認知症ケアチームは、週１回のラウンドを行い、該当患者の担当看護師と共に認知

症状の悪化の予防や、治療・リハビリテーションが円滑に受けられるようカンファレ

ンスを実施した。 

栄養サポートチーム（NST）においては、週２回のラウンドを行い、個々の症例に

関して最適な栄養療法についての検討を行った。また、病院全体の栄養面における医

療の質の向上を図るため、NST 主催の勉強会やセミナーについては前年度を上回る１

１回の開催（参加者計 192 名）を行った。また、毎年開催される看護週間のイベント

では NST として経腸栄養剤の試飲会を実施した。 
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【関連指標】 

項目 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

認知症ケアチーム介

入件数 
実績 368 件 381 件 295 件 

 

項目 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

栄養サポートチーム

介入件数 
実績 1,492 件 1,015 件 1,266 件 

 

（３）コンプライアンスの徹底 

ア 内部統制体制の整備 

コンプライアンス委員会でリスク評価への対応方針の決定し、各職員が業務におけ

るリスクを洗い出し、業務改善に取り組むことで業務の適正化に係る意識の向上を図

った。また、令和元年度に新たに契約した市が選任した会計監査人による監査業務（会

計実務指導や内部統制等）に係る指摘についても適切に対応を行った。 

 

イ 職員の意識向上 

令和元年８月に個人情報流出事案が発生した事実を踏まえ、個人情報に対するこれ

まで以上の意識向上のため、e-ラーニングによる「個人情報・プライバシー」の研修、

院内情報システムによる個人情報に関する自己点検及び各部署において個人情報リス

ク点検を行い、リスクの洗い出しと対策の検討を行った。また、「個人情報の漏えい防

止」の研修を２回行い、当日参加できなかった者には、院内情報システムで録画視聴

できるようにし、今後同様の事案を起こさないよう、意識向上に努めた。 

 

（４）患者サービスの向上 

ア 患者の視点に立ったサービスの提供 

声の箱に寄せられた様々な要望・意見を医療改善委員会で検討し、対応可能な事項

について改善を図った。また、患者満足度を把握するための退院患者アンケートにつ

いても継続して実施した。 

 

接遇向上研修を引き続き実施し、160 名の職員が参加した。患者対応において常に親

切・丁寧な説明を心がけ、患者サービスの向上に努めた。 

 

患者利便施設の事業者に寄せられた意見について、担当責任者に伝え改善を要望し、

利便性の向上に努めた。 
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共有端末で閲覧できる月毎の患者の待ち時間を全職員へ周知し、待ち時間短縮の意

識付けを行った。また、かかりつけ医への逆紹介や外来予約の推進など、これまで行

った取組を継続的に実施し待ち時間の短縮に努めた。 

 

イ 患者に寄り添ったサービスの提供 

インフォームド・コンセントについては、当院のマニュアルに従い、引き続き分か

りやすく丁寧な説明を実施した。 

他院へのセカンド・オピニオンについては、インフォームド・コンセントの際や院

内掲示により引き続き案内を行い、患者の希望があった場合は速やかに対応し前年度

より多く行った。 

当院への依頼については腫瘍内科をはじめとする診療科において昨年度を上回る 9

件の受入れを行った。 

 

ウ 院内ボランティア活動への支援 

病院が引き続きボランティア保険に加入し、安心して活動が行える環境を維持した。

また、令和元年 11 月から新たに 1 団体のボランティアを受入れた。 

 

【関連指標】 

項目 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

声の箱投書件数 実績 110 件 330 件 332 件 

 

項目 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

患者満足度調査結果 実績 － － － 

 

項目 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

セカンド・オピニオン

対応件数 
実績 3 件 2 件 9 件 

 

項目 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

ボランティア登録人

数 
実績 43 人 57 人 59 人 
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４ 本市の地域包括ケアシステムの構築に貢献する地域完結型医療の体制づくり 

（１）地域の医療機関（かかりつけ医等）との機能分担・連携 

  ア 紹介・逆紹介の徹底 

紹介患者がスムーズに受診できるように、紹介状受付の待ち時間短縮を目的として

受入れ手順の見直しを行った。また、部長級以上の医師が積極的に地域の医療機関訪

問を行い前年度と比較して紹介件数は 18％増加した。登録医数も 13％増加した。 

 

逆紹介については、医師に徹底してもらうために会議の場など様々な機会において

積極的に指導を行った。患者向けにも啓発ポスターを掲示するなど逆紹介を推進した。 

地域連携パスについては、がん連携パスに加え、新たに大腿骨頚部骨折パスを稼働

させることにより運用件数を増加させた。 

 

地域の医療機関と一層の情報共有を図るため、当院のカルテを閲覧するシステムに

ついて、まずは隣接する国立循環器病研究センターとの間で先行導入にかかる検討を

行った。 

 

イ かかりつけ医定着に関する啓発 

吹田市内の開業医をはじめ、近隣市の開業医についてもリーフレット作成を行い、

病院を訪れた方が誰でも手に取れるように 2 階総合受付付近に設置した。また、診察

中においても、電子カルテ端末より開業医リーフレットを用いて、患者へかかりつけ

医紹介に努めてきた。 

新規で開業したかかりつけ医については、すぐに訪問し情報収集を行い、リーフレ

ットを作成した。また、市民病院だより（No.73)にて、かかりつけ医定着に関わる特

集を組み、病院内および近隣公的施設に設置した。 

【目標指標】 

項目 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

紹介件数 年度計画

目標 
－ 14,900 件 16,000 件 

【中期計画目標】 

17,000 件 
実績 15,139 件 16,849 件 19,827 件 

 

項目 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

逆紹介件数 年度計画

目標 
－ 9,800 件 10,700 件 

【中期計画目標】 

11,500 件 
実績 12,838 件 11,427 件 13,863 件 
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項目 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

紹介率 年度計画

目標 
50.0％ 55.0％ 58.0％ 

【中期計画目標】 

64.0％ 
実績 54.8％ 61.0％ 70.1％ 

紹介率=初診紹介件数/初診患者数 

項目 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

逆紹介率 年度計画

目標 
70.0％ 75.0％ 78.0％ 

【中期計画目標】 

84.0％ 
実績 55.4％ 61.2％ 57.7％ 

逆紹介率=逆紹介件数/初診患者数  

項目 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

地域連携パス実施件数 年度計画

目標 
－ 50 件 60 件 

【中期計画目標】 

100 件 
実績 28 件 18 件 120 件 

 

【関連指標】 

項目 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

登録医数 実績 227 件 251 件 284 件 

 

 （２）在宅医療の充実に向けた支援 

ア 退院支援 

訪問看護ステーションや地域で行われる研修会に参加し、在宅療養診療所の医師や

訪問看護ステーションの看護師等と情報交換を行い、連携を図った。 

また、入院時支援の際に退院困難な患者を把握し、入院早期から医療福祉相談部門と

連携を図り、退院困難な患者への介入を行った。 

 

退院支援の際には、医師が作成する入院診療計画書に基づき、医師、看護師、リハ

ビリスタッフ等、多職種の医療チームで患者の療養方針を検討した。また、患者の意

思決定を尊重するよう患者・家族と面談を行い、退院支援を実施した。 

在宅医療の関係機関への連絡を密に行い退院支援がスムーズにいくよう連携を図っ

た。 



20 

 

 

入院時から介護支援専門員（ケアマネージャ）等と連携を図るとともに、退院前に

は地域の在宅療養診療所の医師、訪問看護師、介護支援専門員等と在宅医療への移行

が円滑に進むようカンファレンスを実施した。また、退院後の患者に関する相談窓口

として、介護支援専門員や訪問看護師等からの問い合わせに対応するなどサポートを

行った。 

 

イ 在宅療養者の急変時の受入れ 

在宅療養者が急変した場合、通常時間内では、患者支援センターの病床管理部門と

地域医療連携部門が連携し、円滑に受入れを実施している。時間外では救急部による

救急応需体制により受入れを実施している。 

 

ウ 地域医療ネットワークの連携強化 

吹田在宅ケアネットでは「みんなで考えよう私達の街の在宅ケア～安心して生活で

きるネットワークづくり～」「がん患者さんへの関わり～事例を通してみんなで考えよ

う～」と題し講演会を 2 回開催した。 

医師、看護師、薬剤師、ケアマネ等の参加があり多職種にて地域の医療、介護等に

ついてグループワークを行った。 

吹田呼吸ケアを考える会では、「COPD を学ぼう」をテーマに、当院の医師、看護師

等が講演し、在宅医療の関係機関と連携を図り、地域の医療水準の向上に貢献した。 

 

【関連指標】 

項目 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

退院支援件数 実績 1,446 件 2,309 件 2,561 件 

 

項目 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

医療相談件数 実績 12,021 件 11,230 件 11,346 件 

 

項目 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

介護支援連携件数 実績 171 件 137 件 148 件 

 

項目 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

当日入院件数（紹介） 実績 1,546 件 1,509 件 1,651 件 
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項目 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

吹田在宅ケアネット

開催数 
実績 1 回 2 回 2 回 

 

項目 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

吹田呼吸ケアを考え

る会開催数 
実績 1 回 1 回 1 回 

 

５ 健都における総合病院としての役割  

（１）国立循環器病研究センターとの機能分担・連携 

  ア 診療における連携 

   診療科ごとに役割分担を整理し、国立循環器病研究センターからの重症患者の受入

れ、救急対応協力のみならず、同センターへの医師派遣体制を整備した。また、医療

機器の相互利用については、ルール策定をするとともに同センターに設置された

PET-CT への検査依頼を進めた。 

 

イ その他の連携 

相互交流を推進するため、国立循環器病研究センターが開催した看護師の研修会に

参加した。 

カルテ相互閲覧システムの市民病院側のシステム構築は完了したが、国立循環器病

研究センター側の構築が未完了のため、運用開始には至っていない。 

 

ウ 連携体制の周知 

特定機能病院としての国立循環器病研究センターと総合病院としての市民病院がそ

れぞれのポテンシャルを発揮し、より良い医療提供ができるよう連携を進めている状

況をホームページ等で連携体制の周知を行った。 

【関連指標】 

項目 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

国立循環器病研究セン

ターからの紹介件数 
実績 263 件 243 件 571 件 

 

項目 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

国立循環器病研究セ

ンターへの紹介件数 
実績 144 件 148 件 385 件 

 



22 

 

（２）他の健都内事業者等との連携 

   吹田市主催の「健康」をテーマにしたイベント「すいた健康ＥＸＰＯ」で、新病院

についての説明パネルを展示し、健都のＰＲ活動に協力した。 

市内全戸配布をしている広報誌「ともに」において、健都エリアの施設紹介を行っ

た。また、病院主催の講座等の情報を提供し、健都を PR するホームページ「健都のま

ちづくりポータルサイト」に協力した。 

北大阪健康医療都市連絡調整会議に参加し、健都のまちづくりやイベント等につい

て協議した。 

心肺停止からの社会復帰率世界一を目指す「健都 Heart safe city プロジェクト」に

積極的に参加した。 

 

（３）予防医療に関する取組 

ア 各種検（健）診の実施 

特定健診は、吹田市国保特定健診として 601 名（前年度 591 名）、後期高齢者特定健

診として 240 名（前年度 236 名）を受入れた。 

マンモグラフィーによる乳がん健診など、高度検査機器が必要な分野を中心に取組

を行い、一次検診の機能だけではなく、精密検査とその後の治療にも対応し、早期発

見・早期治療に貢献した。 

 

イ 人間ドックの実施 

人間ドック・脳ドックについて、疾病の早期発見のため積極的に実施している。 

駅前で利便性が高いこともありドックの実施件数が増加した。なお、3 月は新型コロ

ナウイルス感染症の影響でドックが実施出来なかったが、2 月までの実績で昨年度実績

を上回った。（脳ドック実施件数 188 件（前年度 128 件）、人間ドック実施件数 616 件

（前年度 518 件）。） 

 

【実績値】 

項目 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

脳ドック 実績 124 件 128 件 188 件 

 

ウ 予防接種の実施 

市の協力医療機関として、主に高齢者や入院中患者を中心に、インフルエンザ予防

接種を引き続き実施し、地域の感染拡大防止に取り組んだ。 

 

エ 疾病予防に関する講演会等の開催 

市民公開講座（1 回）、出張講座（4 回）を行った。出張講座は例年どおり高齢クラ
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ブや大学に加え、他福祉施設の専門職を対象に、かかりつけ医を持つことの意義など

に関する講演や疾病予防の啓発について開催した。新型コロナウイルス感染症の影響

で 2 月以降の講演会等が中止となった。 

【目標指標】 

項目 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

人間ドック件数 年度計画

目標 
－ 470 件 520 件 

【中期計画目標】 

550 件 
実績 483 件 518 件 616 件 

 

【関連指標】 

項目 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

国保特定健診件数 実績 543 件 591 件 601 件 

 

項目 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

後期高齢者特定健診

件数 
実績 230 件 236 件 240 件 

 

項目 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

市民公開講座実施回

数 
実績 2 回 2 回 1 回 

 

６ 地域医療への貢献 

（１）地域の医療従事者への支援 

ア 地域の診療所等への支援 

地域の医療従事者の質の向上を目的とした臨床セミナーや登録医総会を開催した。

登録委総会では、診療科紹介や高度医療機器の案内、またスムーズな連携に繋ぐこと

ができるように登録医との意見交換を行った。 

CT 等の高度検査機器については、MRI 装置の増設や内視鏡室の拡充によって大幅に

共同利用件数が上昇した。 

 

イ 地域の医療水準の向上 

地域の医療従事者を対象とした研修として、吹田臨床カンファレンス、吹田在宅ケ

アネット及び吹田呼吸ケアを考える会を開催した。吹田臨床カンファレンスでは、脳

神経内科領域のカンファレンスを、吹田在宅ケアネットでは医療介護従事者と在宅ケ
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アやがん患者さんについてのディスカッションを、吹田呼吸ケアを考える会ではＣＯ

ＰＤの疾患について研修会を開催し、地域の医療水準の向上に努めた。 

【目標指標】 

項目 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

地域の医療従事者へ向

けた研修会開催回数 

年度計画

目標 
－ 28 回 36 回 

【中期計画目標】 

36 回 
実績 31 回 27 回 31 回 

 

項目 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

地域の医療従事者へ向

けた研修会外部参加人

数 

年度計画

目標 
－ 600 人 900 人 

【中期計画目標】 

900 人 
実績 442 人 596 人 543 人 

 

項目 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

共同利用を行った件数 年度計画

目標 
－ 3,300 件 3,500 件 

【中期計画目標】 

3,700 件 
実績 3,347 件 3,355 件 3,718 件 

 

【関連指標】 

項目 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

吹田臨床カンファレ

ンス開催回数 
実績 2 回 0 回 1 回 

 

項目 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

吹田在宅ケアネット

開催回数（再掲） 
実績 1 回 2 回 2 回 

 

項目 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

吹田呼吸ケアを考え

る会開催回数（再掲） 
実績 2 回 1 回 1 回 
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（２）福祉保健施策への協力・連携 

ア 障がい者（児）歯科診療の実施 

特別な配慮が必要であり、一般歯科医院では治療が難しいことから、地域より求め

られている障がい者（児）の歯科診療について、安心かつ安全な体制のもと実施した。 

 

イ 小児科診療における協力・連携 

小児科医（小児神経専門医）が、毎週 1 回、市の就学前肢体不自由児童の通園施設

である「わかたけ園」に出向き診察を行った。また、毎月、療養相談や関係者会議な

どに出席するなど、市の実施する療育施策への協力を行った。 

【関連指標】 

項目 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

障がい者歯科患者数 実績 1,807 人 1,682 人 1,599 人 

 

第３ 業務運営の改善及び効率化に関する事項 

１ ＰＤＣＡサイクルによる目標管理の徹底 

ア 重点方針の共有及び目標達成に向けた取組 

中期計画や年度計画、当年度の重点方針を全職員に通知するとともに、診療科別ヒ

アリングにて取り組むべき方策の確認をした。重点方針に掲げたもののうち、目標と

していた逆紹介率の目標は達成できなかったが、地域医療支援病院の施設基準要件の

一つである紹介率 65％、逆紹介率 40％以上を達成することができた。また、急性期一

般入院基本料（入院料１）の施設基準を維持するために必要な「重症度、医療・看護

必要度」の数値目標等は、計画通りに実施し、目標達成ができた。 

診療科別ヒアリングを行い、各科及び各部署で目標を設定するとともに、国立循環

器病研究センターとの連携体制の構築を含む重点方針の達成のための検討を行った。 

【実績値】 

項目 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

重症度、医療・

看護必要度 
実績 26.8％ 34.6％ 35.0% 

 

イ 目標管理の徹底 

各診療科が立てた年度目標についてはその進捗管理のため、経営戦略会議で状況報

告を行うとともに、部長会においても報告し、目標達成に努めた。また、目標が達成

できていない診療科については、個別に目標達成に向けた今後の方策や課題のヒアリ

ングを行い、改善に努めた結果、医業収益を増加することができた。 

中央手術部運営委員会において、手術枠の見直し等により手術件数の増加すること

ができた。 
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ウ 経営改善に向けた取組 

毎月の業務状況や年度計画の進捗状況、収支状況、院長通知を電子カルテ端末上で

全職員が容易に閲覧できるようにしているほか、入院患者数などの状況を電子カルテ

トップページ上で毎日更新し、引き続き職員の経営参画意識の向上に努めた。 

部長会での定期的な経営状況の報告を行った。また、前年度の決算及び当年度の中

間決算の状況を示し、病院全体で収益の確保及び費用の節減の取組を行うことの必要

性について全職員に通知した。 

経営改善に向けた取組として、全職員を対象に当院の財務状況が把握できるように

会計研修を実施した。また、受講できなかった職員については、後日、動画で受講で

きるようにするとともに習熟度チェックも行った。 

 

２ 働きやすい職場環境の整備 

（１）医療職の人材の確保・養成 

ア 働きやすい職場環境づくり 

院内保育所の保育時間が 20 時まで拡大されたことにより、19 時から 20 時の時間帯

で、延べ 34 人（平成 31 年 4 月～令和 2 年 3 月実績）の延長保育利用があった。時間

外でも安心して子供を預けることができ、子供のいる職員に対して働きやすい環境作

りを図った。 

 

働きやすい職場環境づくりを整備し、仕事と生活の両立を実現することで働き続け

られる職場の検討を行っているワークライフバランス委員会において、夜勤専従での

働き方を希望する職員 4 人を選定し試行を開始した。今後は試行結果を踏まえた上で

他市の実施状況も参考にしながら本格実施に向けて検討することとした。 

 

イ 医療従事者の質の向上と研修・指導体制の充実 

医療従事者に対して、申請に基づいて認定医等の資格取得や研修参加に係る費用へ

の支援を行うことで引き続き医療の質の向上を図っている。 

 

臨床研修プログラムにおいて、診療科をローテートする毎に各指導医から研修医に

対する評価を行い、半年ごとにプログラム責任者等からフィードバックを行うよう変

更したことで、研修が不足している部分や研修医の意見を把握し、研修の質の向上を

図った。 
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【目標指標】 

項目  平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

助産師看護師離職率 年度計画

目標 
10.9％ 10.9％ 

全国平均

以下 

【中期計画目標】 

全国平均以下 
実績 10.0％ 6.4％ 3.7％ 

【関連指標】 

項目 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

認定看護師数 実績 11 人 12 人 12 人 

 

項目 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

専門看護師数 実績 2 人 2 人 2 人 

 

項目 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

認定等資格更新支援

件数 
実績 96 件 103 件 99 件 

 

項目 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

看護学生実習受入数 実績 438 人 142 人 371 人 

 

項目 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

医学生実習受入数 実績 18 人 31 人 27 人 

 

（２）人事給与制度 

ア 職員給与の設定・運用 

新病院移転に伴い厳しい経営状況が続いているため、令和元年人事院勧告に基づき

吹田市が実施した給与改定を実施しなかった。  

 

イ 人事評価制度の運用 

医師、看護師、医療技術員、事務職の 4 つの検討部会を立ち上げ、部門毎に人事評

価制度に対する期待や懸念、評価項目等についてのヒアリングを丁寧に行い、部会の

意見を取り入れることで、納得性の高い人事評価制度の構築を進めている。 

 

 

第４ 財務内容の改善に関する事項 
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 １ 経営基盤の確立  

  経営感覚に富む人材育成のため、事務局の新規採用職員に対し会計制度等についての

研修を実施した。また、病院職員を対象に経営状況についての研修会を開催し、経営に

関する知識の向上を図った。 

病院業務に精通した職員の養成のため、ジョブローテーションを実施するとともに、

派遣職員を法人職員に順次置き換える職員計画を策定した。 

経常収支比率及び医業収支比率については、平均在院日数の短縮等により診療単価が

上昇したことが原因となり目標を達成することができた。 

市からの運営費負担金を受け、救急医療や障がい歯科診療等の公立病院として必要と

される医療サービスを適切に実施した。 

【目標指標】 

項目 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

経常収支比率 年度計画

目標 
100.3％ 83.1％ 92.0％ 

【中期計画目標】 

98.3％ 
実績 97.4％ 80.5％ 92.5％ 

 

項目 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

医業収支比率 年度計画

目標 
96.2％ 87.8％ 88.7％ 

【中期計画目標】 

90.6％ 
実績 92.8％ 83.7％ 89.3％ 

 

 ２ 収益の確保と費用の節減  

 （１）収益の確保 

  ア 収益の確保 

二次救急医療機関として、救急専用病床を活用し、救急患者の円滑な受入に努めた。 

看護師の夜間勤務について、配置人員を見直すことで「看護職員夜間 12 対 1 配置加

算 1」の施設基準の届出を行った。また、看護補助者の夜勤体制についても雇用形態の

見直しを行い「急性期看護補助体制加算 夜間 100 対 1 急性期看護補助体制加算」お

よび「夜間看護体制加算」の届出を行い、収益の確保を図った。 

引き続き平均在院日数を短縮する取組を行った結果、平均在院日数は対前年度で 0.1

日短縮し 12.3 日となったことや急性期を脱した患者等の逆紹介を推進したことで、入

院診療単価は対前年度 3,015 円（5.5％）増となり、年度目標を達成することができた。

また、新入院患者数は対前年度で 1,361 人増加した。 

外来診療単価については、化学療法件数の増加等が原因となり、対前年度で 2,274
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（15.0％）増加し、目標を達成することができた。また、外来収益全体では対前年度で

476,199,112 円（14.3％）の増収となった。 

 

イ 未収金の発生予防・早期回収 

『医業未収金回収管理マニュアル』の未収金発生防止策に基づき、患者負担額が大き

い入院患者に対し、限度額適用認定証の利用を奨めることにより、未収金の発生予防

及び金額の抑制に努めた。 

救急等で現金がない場合にも対応できるように、すべての自動精算機でクレジット

カードを使用できるようにした。 

『医業未収金回収管理マニュアル』に基づき督促等を実施するなど早期回収に努めた。 

【目標指標】 

項目 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

病床利用率 年度計画

目標 
88.0％ 81.9％ 90.0％ 

【中期計画目標】 

90.0％ 
実績 83.3％ 77.5% 88.3％ 

 

項目 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

入院患者数（１日当た

り） 

年度計画

目標 
－ 353.0 人 387.7 人 

【中期計画目標】 

387.7 人 
実績 358.8 人 334.0 人 380.5 人 

 

項目 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

外来患者数（１日当た

り） 

年度計画

目標 
－ 959.0 人 1000.0 人 

【中期計画目標】 

1000.0 人 
実績 973.0 人 900.9 人 902.7 人 

 

項目 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

入院診療単価 年度計画

目標 
52,023 円 53,383 円 53,792 円 

【中期計画目標】 

54,170 円 
実績 51,411 円 54,718 円 57,733 円 
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項目 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

外来診療単価 年度計画

目標 
12,329 円 14,386 円 14,988 円 

【中期計画目標】 

16,061 円 
実績 14,016 円 15,174 円 17,448 円 

 

項目 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

新入院患者数 年度計画

目標 
－ 8,454 人 9,435 人 

【中期計画目標】 

9,435 人 
実績 8,665 人 9,099 人 10,460 人 

 

（２）費用の節減 

 ア 人件費・経費の適正化 

引き続き収益を考慮した適切な人員配置について検討するとともに、新たな業務に対

応し、採用計画の見直しを行った。  

引き続き、特定の職員に業務が集中してないか所属長に確認し、配慮するよう周知す

るなどの取組を実施したことにより、時間外労働時間数の目標は達成することができた。

また、給与比率についても概ね目標値を達成することができた。 

 

消耗品請求時には詳細な購入理由及び用途の記載を求めることで過剰発注の抑制を実

施し、同等品調査や価格交渉等を引き続き実施することで経費節減に努めた。 

光熱費の削減について、節電・節水等の張り紙を院内に貼って職員意識の啓発に努め

た。また、平成 30 年度に実施したコストチャレンジの結果を全職員に通知し、今後、実

績値を下回ることを目標に掲げて取り組むこととした。 

経費比率については、特に委託料の減少に伴い、目標値を達成することができた。 

 

イ 材料費の適正化 

医薬品について、28 品目の後発医薬品を新たに採用したことによって、数量シェアベー

スにおける採用率を 88.7％まで引き上げることができた。 

医療材料について、安価な商品への切替えを 47 品目実施し、費用の削減に努めた。 

全国自治体病院協議会の医薬品ベンチマークシステムに基づき価格交渉したことで前年

度を上回る値引率を達成することができた。 

高額医薬品の使用増加などの影響で、材料費比率について目標値を達成することができ

なかった。 
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【実績値】 

項目 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

医薬品値引率 実績 15.37% 12.58% 13.04% 

全国平均 実績 14.46% 11.96% 12.07% 

 

【目標指標】 

項目 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

給与費比率 年度計画

目標 
59.4％ 61.4％ 56.3％ 

【中期計画目標】 

54.2％ 
実績 60.7％ 64.8％ 56.9％ 

 

項目 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

経費比率 年度計画

目標 
14.4％ 16.7％ 15.7％ 

【中期計画目標】 

14.0％ 
実績 14.2％ 17.8％ 14.4％ 

 

項目 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

時間外労働時間数 年度計画

目標 
－ 

16 時間 

/月 

16 時間/

月 

【中期計画目標】 

14 時間/月 
実績 

18 時間 

/月 

18 時間 

/月 

16 時間/

月 

 

項目 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

材料費比率 年度計画

目標 
26.5％ 27.9％ 27.9％ 

【中期計画目標】 

28.0％ 
実績 29.3％ 29.8％ 28.8％ 

 

【関連指標】 

項目 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

後発医薬品数量シェ

ア 
実績 81.7％ 87.1％ 88.7％ 
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第５ その他業務運営に関する重要事項 

 １ 情報の提供  

ア 特色ある診療内容の周知 

市民病院だより、広報誌「ともに」での情報発信に加え、「産婦人科」、「脂肪肝」、「ロ

ボット支援手術」、「回復期リハビリテーション」について、それぞれ動画を作成し、外

来待合やホームページで閲覧できるようにした。 

 

イ 市民や患者に対する啓発・情報発信 

ホームページにおいて、産婦人科（ベビー室）ならびに内視鏡センターの新たなコン

テンツとして、患者（妊婦を含む）がスマートフォン等を用いて入院や検査の説明等を

閲覧できるようにした。また、看護局ページのリニューアルを行い、看護師や各部署（病

棟）の雰囲気が伝わるような情報発信を行った。 

 

ウ 市民公開講座等の積極的な開催 

新型コロナウイルス感染症の影響で回数は減ったものの、市民公開講座（1 回）・出張

講座（4 回）を行った。なお、入院患者への癒やしの提供として、博物館展示の生中継お

よび美術展出張展示を行ったほか、院内コンサート（2 回）を開催した。 

 

エ 法人の経営状況の公表 

法人の経営状況について市民の理解を得られるよう、財務諸表に加え、その用語説明

や経営状況概要についてまとめた資料、過去の経営指標の推移などをホームページで公

表している。 

【関連指標】 

項目 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

病院だより発行回数 実績 4 回 4 回 4 回 

 

項目 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

広報誌「ともに」発行

回数 
実績 2 回 2 回 2 回 

 

項目 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

市民公開講座開催回

数（再掲） 
実績 2 回 2 回 1 回 
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項目 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

ホームページへのア

クセス数 
実績 

936,079

件 

1,694,230 

件 

1,680,798

件 

 

 ２ 環境に配慮した病院運営  

 ア 環境負荷の軽減・エネルギー消費量の抑制 

旧病院と比較して、免震層に取り込んだ外気をクール･ヒートレンチ（地中熱）、井水

コイル（井水熱）を利用することにより空調機の電気・ガス消費量の低減、トイレ排水、

植木散水などの雑用水に井水を利用することで上水道消費量の低減などで大幅なエネル

ギー消費量を抑制することができた。（削減割合（年間比較）電気→18.5％、ガス→17.7％、

上下水道→41.8％）なお、BEMS（ビルエネルギー管理システム）の運用に関しては、現

在データ蓄積を行っているが、分析・改善提案に至るまでに追加システムとして 5,000

万円の構築費用がかかるため、本格稼働は据え置くこととする。 

 

イ 環境配慮に対する職員意識の普及啓発 

節電・節水等の張り紙を院内に貼って職員意識の啓発に努めた。また、平成 30 年度に

実施したコストチャレンジの結果を全職員に通知し、今後、実績値を下回ることを目標

に掲げて取り組むこととした。 

【関連指標】 

項目 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

電気使用量 
実績 

7,635,755 

Kwh 

6,942,632 

Kwh 

5,657,852 

Kwh 

 

項目 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

ガス使用量 
実績 

783,180 

㎥ 

729,048 

㎥ 

600,107 

㎥ 

 

項目 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

水道使用量 
実績 

217,664 

㎥ 

184,400 

㎥ 

107,292 

㎥ 
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第６ 予算、収支計画及び資金計画 

 １ 予算（令和元年度） 

 （単位：百万円） 

区分 予算額 決算額 
差額 

（決算－予算） 

収入 

 営業収益 

  医業収益 

  運営費負担金収益 

  補助金等収益 

  その他営業収益 

 営業外収益 

  運営費負担金収益 

  その他営業外収益 

 臨時利益 

 資本収入 

  運営費負担金収益 

  長期借入金 

  その他資本収入 

 その他収入 

 計 

 

 12,231 

11,663 

545 

23 

0 

185 

86 

98 

0 

155 

155 

0 

0 

800 

13,371 

 

12,781 

12,257 

491 

34 

0 

223 

86 

136 

34 

392 

170 

0 

222 

0 

13,431 

 

550 

594 

▲54 

11 

0 

38 

0 

38 

34 

237 

15 

0 

222 

▲800 

60 

支出 

 営業費用 

  医業費用 

   給与費 

   材料費 

   経費 

   研究研修費 

  一般管理費 

 営業外費用 

 臨時損失 

 資本支出 

  建設改良費 

  償還金 

  長期借入金償還金 

  その他資本支出 

 

12,176 

11,188 

6,149 

3,531 

1,466 

42 

988 

171 

0 

279 

100 

177 

0 

2 

 

12,661 

11,767 

6,418 

3,826 

1,484 

39 

895 

161 

4 

309 

131 

178 

0 

1 

 

485 

579 

269 

295 

18 

▲3 

▲93 

▲10 

4 

30 

31 

1 

0 

▲1 
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 その他支出 

 計 

800 

13,427 

570 

13,706 

▲230 

279 

（注）計数は、端数をそれぞれ四捨五入しているため、合計で一致しないものがある。 

【人件費】 

 期間中総額 6,697 百万円を支出した。なお、当該金額は、法人の役職員に係る報酬、基

本給、諸手当、法定福利費及び退職手当の額に相当するものである。 

 

 ２ 収支計画（令和元年度）  

（単位：百万円） 

区分 予算額 決算額 
差額 

（決算－予算） 

収入の部 

 営業収益 

  医業収益 

  運営費負担金収益 

  補助金等収益 

  資産見返運営費負担金戻入 

  資産見返補助金等戻入 

  資産見返物品受贈額戻入 

  その他営業収益 

 営業外収益 

  運営費負担金収益 

  その他営業外収益 

 臨時利益 

12,601 

12,422 

11,627 

611 

23 

104 

36 

21 

0 

178 

86 

92 

0 

13,324 

12,997 

12,224 

595 

34 

86 

38 

20 

0 

222 

92 

130 

105 

723 

575 

597 

▲16 

11 

▲18 

2 

▲1 

0 

44 

6 

38 

105 

支出の部 

 営業費用 

  医業費用 

   給与費 

   材料費 

   経費 

   減価償却費 

   研究研修費 

  一般管理費 

 営業外費用 

 臨時損失 

13,707 

13,104 

11,939 

6,054 

3,245 

1,348 

1,255 

38 

1,165 

598 

4 

15,406 

13,684 

12,603 

6,455 

3,517 

1,374 

1,222 

36 

1,081 

  607 

1,115 

1,699 

580 

664 

401 

272 

26 

▲33 

▲2 

▲84 

9 

1,111 

純損益 ▲1,106 ▲2,082 ▲976 
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（注）計数は、端数をそれぞれ四捨五入しているため、合計で一致しないものがある。 

  

３ 資金計画（令和元年度）  

（単位：百万円） 

区分 予算額 決算額 
差額 

（決算－予算） 

資金収入 

 業務活動による収入 

  診療業務による収入 

  運営費負担金による収入 

  補助金等収益 

  寄付金収益 

  その他の業務活動による収入 

 投資活動による収入 

  運営費負担金による収入 

  有形固定資産の売却による収入 

  補助金等収益 

  その他の投資活動による収入 

 財務活動による収入 

  長期借入金による収入 

  その他の財務活動による収入 

 前年度からの繰越金 

13,471 

12,416 

11,663 

632 

44 

0 

78 

155 

155 

0 

0 

0 

800 

0 

800 

100 

13,336 

12,892 

11,979 

711 

59 

6 

138 

386 

164 

220 

1 

1 

0 

0 

0 

58 

▲135 

476 

316 

79 

15 

6 

60 

231 

9 

220 

1 

1 

▲800 

0 

▲800 

▲42 

資金支出 

 業務活動による支出 

  給与費支出 

  材料費支出 

  その他の業務活動による支出 

 投資活動による支出 

  新病院建設による支出 

  有形固定資産の取得による支出 

  無形固定資産の取得による支出 

  有形固定資産の解体撤去による支出 

  その他の投資活動による支出 

 財務活動による支出 

  長期借入金の返済による支出 

  移行前地方債償還債務の償還による支出 

13,471 

12,217 

6,486 

3,531 

2,200 

102 

0 

100 

0 

0 

2 

978 

78 

100 

13,336 

12,430 

6,697 

3,313 

2,419 

89 

0 

82 

8 

0 

0 

748 

78 

100 

▲135 

213 

211 

▲218 

219 

▲13 

0 

▲18 

8 

0 

▲2 

▲230 

0 

0 
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  その他の財務活動による支出 

 次年度への繰越金 

800 

174 

570 

69 

▲230 

▲105 

（注）計数は、端数をそれぞれ四捨五入しているため、合計で一致しないものがある。 

 

第７ 短期借入金の限度額  

 令和元年度決算において限度額 1,200 百万円のうち年度末短期借入金残高はなかった。 

 

第８ 出資等に係る不要財産の処分に関する計画  

 なし 

 

第９ 重要な財産を譲渡し、または担保に供する計画  

 なし 

 

第 10 剰余金の使途  

 令和元年度決算において剰余金は発生しなかった。 

 

第 11 吹田市地方独立行政法人法施行細則で定める業務運営に関する事項 

 １ 施設及び設備に関する計画（令和元年度） 

（単位：百万円） 

施設及び設備の内容 決算額 財源 

医療機器等整備 130 自己資金等 

 

 



令和元年度業務実績の法人自己評価一覧 別紙

整理
番号

頁 大項目 中項目
重点項目

※
法人

自己評価

　第２　市民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項

　１　大阪府地域医療構想を踏まえて果たすべき役割 － －

　２　市立病院として担うべき医療 － －

（１）総論 ○ 3

（２）救急医療 － －

ア　二次救急医療機関としての円滑な救急応需体制の確保 ○ 2

イ　初期救急医療における機能分担・連携 3

（３）小児医療・周産期医療 － －

ア　小児医療 3

イ　周産期医療 3

（４）災害医療 － －

ア　市の災害医療センターとしての役割 3

イ　市及び地域の医療機関との連携体制 3

（５）がん医療 － －

ア　大阪府がん診療拠点病院としてのがん診療体制の整備 4

イ　がん予防医療の取組 3

（６）リハビリテーション医療 － －

ア　回復期リハビリテーション病棟を活用した在宅復帰への支援 3

イ　高齢化の増加に伴う疾患の増加への対応 3

　３　安心安全で患者満足度の高い医療の提供 － －

（１）安心安全な医療の提供 － －

ア　医療の安全管理体制の確保 3

イ　医療安全対策の徹底 3

（２）チーム医療の充実 － －

ア　チーム医療の仕組みを活用した質の高い診療・ケアの提供 3

イ　チーム医療の質の向上 3

（３）コンプライアンスの徹底 － －

ア　内部統制体制の整備 3

イ　職員の意識向上 2

（４）患者サービスの向上

ア　患者の視点に立ったサービスの提供 3

イ　患者に寄り添ったサービスの提供 3

ウ　院内ボランティア活動への支援 3

　４　本市の地域包括ケアシステムの構築に貢献する地域完結型医療の体制づくり － －

（１）地域の医療機関（かかりつけ医等）との機能分担・連携 － －

ア　紹介・逆紹介の徹底 ○ 4

イ　かかりつけ医定着に関する啓発 3

（２）在宅医療の充実に向けた支援 － －

ア　退院支援 3

イ　在宅療養者の急変時の受入れ 3

ウ　地域医療ネットワークの連携強化 3

　５　健都における総合病院としての役割 － －

（１）国立循環器病研究センターとの機能分担・連携 － －

ア　診療における連携 ○ 4

イ　その他の連携 3

ウ　連携体制の周知 3

（２）他の健都内事業者等との連携 3

（３）予防医療に関する取組 － －

ア　各種検（健）診の実施 3

イ　人間ドックの実施 4

ウ　予防接種の実施 3

エ　疾病予防に関する講演会等の開催 3

　６　地域医療への貢献 － －

（１）地域の医療従事者への支援 － －

ア　地域の診療所等への支援 3

イ　地域の医療水準の向上 3

（２）福祉保健施策への協力・連携 － －

ア　障がい者（児）歯科診療の実施 3

イ　小児科診療における協力・連携 3

小項目
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　第３　業務運営の改善及び効率化に関する事項

　１　ＰＤＣＡサイクルによる目標管理の徹底 － －

ア　重点方針の共有及び目標達成に向けた取組 3

イ　目標管理の徹底 3

ウ　経営改善に向けた取組 3

　２　働きやすい職場環境の整備 － －

（１）医療職の人材の確保・養成

ア　働きやすい職場環境づくり 3

イ　医療従事者の質の向上と研修・指導体制の充実 3

（２）人事給与制度 － －

ア　職員給与の設定・運用 3

イ　人事評価制度の運用 3

　第４　財務内容の改善に関する事項

　１　経営基盤の確立 ○ 3

　２　収益の確保と費用の節減 － －

（１）収益の確保 － －

ア　収益の確保 ○ 3

イ　未収金の発生予防・早期回収 3

（２）費用の節減 － －

ア　人件費・経費の適正化 3

イ　材料費の適正化 3

　第５　その他業務運営に関する重要事項

　１　情報の提供 － －

ア　特色ある診療内容の周知 ○ 3

イ　市民や患者に対する啓発・情報発信 ○ 4

ウ　市民公開講座等の積極的な開催 ○ 4

エ　法人の経営状況の公表 3

　２　環境に配慮した病院運営 － －

ア　環境負荷の軽減・エネルギー消費量の抑制 4

イ　環境配慮に対する職員意識の普及啓発 4
※重点項目は項目数２とする。

　 （参考）小項目評価基準（5段階評価）
評価 評価基準
5 　年度計画を大幅に上回って実施している。
4 　年度計画を上回って実施している。
3 　年度計画を順調に実施している。
2 　年度計画を十分に実施できていない。　
1 　年度計画を大幅に下回っている。
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